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令和４年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
  

課名    農地整備課       

 

○ 

事 

業 

制 

度 

に 

つ 

い 

て 

事 業 名  県営湛水防除事業（農村地域防災減災事業） 

事 業 目 的 
・低平地等において農作物の湛水被害が予想される地域を対象に、被害を 

未然に防止するために農業用排水機場、排水路の整備などを実施 

採 択 基 準 

・受益面積 おおむね30ha以上であること（小規模） 

・総事業費 50,000千円以上であること（小規模） 

・受益面積の50%以上が農用地であること 

・農業効果 50%以上であること 

概      要 

(メニュー) ・農業用排水機場等の整備 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

効 

果 

の 

項 

目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目

》  
Ｂ

《  

・食料の安定供給の確保に関する効果 

  ①維持管理費節減効果 

・農業の持続的発展に関する効果 

  ②災害防止効果（農業関係資産） 

・農村の振興に関する効果 

  ③災害防止効果（一般資産） 

・多面的機能の発揮に関する効果 

  ④災害防止効果（公共資産） 

⑤ 年総効果額 ＝ ①＋②＋③＋④ 

⑥ 評価期間：当該事業工事期間＋４０年 

⑦ 割引率：４％ 

⑧ 総便益 ＝ Σ（⑤÷（１＋⑦）^⑥） 

そ 
の 
他 
項 
目 

 

    － 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
の 

算 

定 

 

⑨ 総費用 ＝ ⑩＋⑪ 

⑩ 当該事業による費用 

⑪ その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

 

費用便益比（Ｂ／Ｃ）≧１．０ 

 総費用総便益比 ＝ 総便益（⑧）÷ 総費用（⑨） 

 

※ H20以降に計画策定（新規、変更）した地区については、「新たな効果算定マニュアル」により総費用総便益比 

（評価期間（当該事業期間＋４０年）の間で必要な投下費用（総費用）とそれによって発現する総便益を対比） 

にて算定。 

別紙３ 





令和４年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔農地整備課〕 

 番   号 ７ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      
県営湛水防除事業（鵜

うの

森
もり

三郷
さんごう

地区） 

事業実施  

箇    所 
大垣市横曽根町地内 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 平成２４年度 完了予定年度 令和１３年度 

再評価の実施基準 事業採択後１０年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  
本地区は大垣市の南部に位置している低湿地帯であり、地区内排水は鵜森三郷排水機

場により行われているが、地区内の開発による流出量の増加、地盤沈下及び老朽化によ
る排水能力の不足に加え、鵜森三郷排水路の老朽化が進んでいる。 

このため、排水機場及び排水路の改修整備を行い、湛水被害の発生の未然防止、農業
生産性の維持及び農業経営の安定を図る。 

事業概要  
・排水機場工 １式 

排水ポンプφ900×4台、水槽１式、建屋１棟、除塵機２基 
・排水路工 Ｌ＝１，３９８ｍ 

概 要 図  

 

既設ポンプ 

機場全景 

















前回 今回

(基準年：H23） (基準年：R4）

H24～H30 H24～R13

12.3 36.0

40.0 65.5

52.3 101.5

△ 3.6 △ 12.1

25.0 36.7

141.6 357.0

3.1 4.2

166.1 385.8

3.2 3.8

【費用の主な変化要因】
・堤防移転に伴う排水機場の位置変更及び排水路の構造見直しにより事業費が増加した。
・評価基準年の見直しにより、現在価値化した事業費が増加した。【49億円】
【便益の主な変化要因】
・評価基準年の見直し及び令和2年４月の治水経済調査マニュアルの改訂に基づく各項目
の見直しに伴う増により、現在価値化した便益が増加した。【220億円】
【費用対効果分析結果の変化】
・費用対効果分析結果は、前回の3.2から3.8へと変動しており、費用便益比は1.0を上
回っているため、十分な事業効果が確保される見通しである。

費用対効果分析結果（Ｂ／Ｃ）

※金額は、社会的割引率（４％）を用いて現在の価値に換算したもの。

■費用対効果分析の分析方法

・土地改良事業の費用対効果分析マニュアル／農水省農村振興局/H19.3

■費用対効果分析結果の要因変化

効果
(億円)

維持管理費節減効果

災害防止効果（農業関係資産）

災害防止効果（一般資産）

災害防止効果（公共資産）

合計（Ｂ）

事業期間

費用
(億円)

事業費

関連事業費

合計（Ｃ）

■事業内容

　・排水機場工　１式
　　　排水ポンプφ900×4台、水槽１式、建屋１棟、除塵機２基
　・排水路工　L=1,398m

■費用対効果分析結果

区分 備考

令和４年度

岐阜県事業評価監視委員会

費用対効果分析資料

■事業名

　県営湛水防除事業　鵜森三郷地区


